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なぜ、起業活動なのか
（１）若い企業の実力の違い
　GAFA（ガーファ）、つまりGoogle、Apple、Facebook、
そしてAmazonに対する注目度が以前にも増して高まって
いる。経済産業省などが、その報告書で憂いていることは、
経済がますますデジタル化する中で、プラットフォーマーと
しての彼らの支配力である。
　しかし、ここでは、別の視点からGAFAを捉えてみたい。
すなわちGAFAの企業年齢の若さである。
【図表１】は、企業の時価総額ランキング（世界）を表したも
のである。これを見ると、GAFAの中で最も業歴の長い企業
はAppleであり、創業は1976年である。次いで、Amazon
の1994年、Googleの1998年、そしてFacebookの2004年
と続く。Appleを除けば、20年前には取るに足らない、もしく
は存在すらしていなかった企業が、「天下の」経済産業省
を震え上がらせている。
　企業の時価総額ランキング（世界）をさらに見ると、世界の
トップ10のうち、7社がわが国の高度成長が終息した後に
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誕生している。つまり、1975年以降に生まれた企業であり、
そのうちの5社は1990年以降の誕生である。また、業歴が
長い企業も含めて、10社のうち8社が米国に本社を置き、残
りの2社は中国と、残念ながら日本企業はベスト10にはいな
い。第42位にトヨタ自動車が顔を出すにとどまっている。
　次に、日本国内における企業の時価総額ランキングを見
ると、トップのトヨタ自動車をはじめに、10位の日本郵政まで
続く【図表２】。
　世界ランキングと日本ランキングを比べて、真っ先に気が
付くことは、その時価総額の低さであるが、次は創業年の
違いであろう。NTTドコモ、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル
ープ、KDDI、そして日本郵政の見かけ上の「新しさ」を除
けば、1975年以降に生まれた企業（グループ）はソフトバン
クのみであり、少し「おまけ」をしてもキーエンスが入るのみ
である。
　わが国のベンチャー企業の代表的存在である楽天、サ
イバーエージェント、そしてディー・エヌ・エーは（日本ラ
ンキングの）ベスト100からも漏れており、かろうじてヤフーが
77位（2018年10月29日現在）に顔を出している。
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　米国のかつての代表的企業であるウォルマートやインテ
ルの時価とトヨタ自動車の時価を比べると、2倍以上の差は
なく、いわゆる「老舗」企業のパフォーマンスは、日米間に大

きな違いはない。日米間、そして日中間の経済力の差は、若
い企業によるものと言っても過言ではないであろう1）。
　安倍内閣の未来投資戦略などでは、新しい企業の誕生

順
位 企業名 創業年 時価総額

（10億米ドル） 本社所在地等

1 Apple Inc. 1976 1,090 
2 Amazon.com, Inc. 1994 976
3 Microsoft Corporation 1975 877
4 Alphabet Inc. 1998 834 グーグル持株会社
5 Berkshire Hathaway Inc. 1839 527 ウォーレン・バフェットがCEO
6 Facebook, Inc. 2004 474
7 Alibaba Group Holding 1999 423 中国
8 Tencent Holding Ltd 1998 405 中国
9 JPMorgan Chase 1860 379 
10 Johnson & Johnson 1887 370

17 Walmart Inc. 1962 275

31 Intel 1968 218

42 Toyota Motor 1937 180 日本

順
位 企業名 創業年 時価総額

（10億円） 備考

1 トヨタ自動車 1937 20,968
2 ＮＴＴドコモ 1991（1952） 10,637 1952年はNTT設立年
3 NTT（日本電信電話） 1952 9,414
4 ソフトバンクグループ 1981 9,362
5 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2001（1919） 8,976 1919年は三菱銀行設立年
6 ソニー 1946 7,368
7 ＫＤＤＩ 2000（1953） 7,003 1953年は国際電信電話（KDD）設立年
8 キーエンス 1974 6,218
9 ファーストリテイリング（ユニクロ） 1963 5,943
10 日本郵政 2006（1885） 5,921 1885年は逓信省設立年

77 ヤフー 1996 1,828

82 ニトリHD 1967 1,606

楽天 1997 1,064
サイバーエージェント 1998 571
ディー・エヌ・エー 1999 277

【図表１】企業の時価総額ランキング（世界）
2018年9月末日現在

【図表２】企業の時価総額ランキング（日本）
2018年10月29日現在

資料：http://www.180.co.jp/world_etf_adr/adr/ranking.htm
注：1.本社所在地に国名がないものはすべて米国に本社を置く企業である
　　2.ウォーレン・バフェットがCEOに就任したのは1965年である

資料：https://www.nikkei.com/markets/ranking/page/?bd=caphigh

率がKPI（主要業績評価指標）に含まれているが、
これは、人口だけではなく、今、わが国では企業の誕
生が少なくなり、そのことが日本経済に少なからぬ影
響を与えているからにほかならない。少産化は、企
業社会にとっても無視できない状況となっている。

（２）起業活動の現状
　次に、わが国における新しい企業の誕生の現状
を見てみよう。新しい組織をつくって新しい事業を
始めることを起業活動、もしくはアントレプレナーシッ
プと呼ぶが、その起業活動のわが国の現状を国際
比較可能なデータを使って確認する2）。
【図表3】は、グローバル・アントレプレナーシップ・
モ ニター（Global Entrepreneurship Monitor：
GEM）という国際調査データを加工したものである3）。
2001年から2017年のデータをプール化し、日本、
米国、そして中国の3カ国において、成人（18〜64
歳）人口100人あたり何人（何％）が起業活動に従
事しているかを示している。GEMにおける起業活
動の定義は厳密に行われているが、詳細は文末注
を参照されたい。ここでは、新しい企業を立ち上げよ
うとする活動、もしくは創業後間もない企業の活動と
考えていただければ十分である。
　これを見ると、米国や中国に比べて、日本の起業
活動が不活発であることは明らかである。2001年か
ら2017年にかけて、米国は成人100人あたり11.4人
が起業活動に従事し、中国は、その数が14.9人であ
ったのに対して、日本はわずか3.7人という結果であ
る。
　この結果を見て、多くの人は、日本は起業が難し
い国であるという結論を求めようとする。起業活動
の水準が低いのだから、当然の結論のように思える
が、その問いに対する本稿での答えはNOである。
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　結論の理由をやや先取りして言えば、日本は起業したい
と思っている人にとっては起業しやすい国であり、起業活
動の水準が低いのは、起業したい人が起業できないからで
はなく、起業しようとか、そもそもキャリアの選択肢の中に起
業が含まれていない人が圧倒的に多いからである。そのこ
とを次に見てみよう。

何が問題なのか
（１）本当に起業しにくい国なのか
　この問題を考えるために、一つの仮定を置く。すなわち、
起業活動はプロセスであり、そのプロセスは幾つかの段階
に分けることができるというものである。つまり、一般成人のう
ちの何割かが起業家予備軍（起業態度を有する者）となり、
その中から起業活動の準備を実際に行う者が現れ（懐妊
期の起業家）、さらに事業を始める若い起業家が誕生する

（誕生期・幼児期の起業家）。そして、誕生期・幼児期の
起業家が生き延びると成人期の起業家になるのである【図
表4】。ちなみに、GEMでは、成人人口100人あたり「懐妊
期」の起業家と「誕生期・幼児期」の起業家の合計が何人
いるかを、起業活動水準を測るときの指標としている。
　このように起業活動を幾つかのプロセスに分けると、いき
なり起業家が誕生するのではなく、第1段階として一般成人
→起業家予備軍（起業態度を有する者）があり、第2段階と
して起業家予備軍→懐妊期+誕生期・幼児期があると考
えることができる。
　そして、起業活動の水準を論じる場合、この２つの段階

の移行率を見る必要があり、起業しやすいか否かを考える
ときは、起業家予備軍（起業態度を有する者）→懐妊期+
誕生期・幼児期の移行率が重要である4）。それは、起業態
度を有しない者は基本的に起業活動を始めることはなく、起
業しやすい国か否かは、起業家予備軍が起業活動に移行
しやすいかどうかを論じるべきだからである。
【図表5】は、日本、米国、そして中国の3カ国の起業家予
備軍の起業活動の水準を見たものである。これによると、日
本の水準は中国には及ばないものの、米国を上回っている。
日本における起業家予備軍の起業実現率は、決して低くな
く、日本は起業が難しい国ではないことがわかる。

資料：Global Entrepreneurship Monitor APS調査（2001～2017年）
注：2001年から2017年までのデータをプール化して計算したものである 資料：Kelley et al （2012）から筆者が作成

資料：図表3に同じ
注：�Global Entrepreneurship Monitorでは、起業家予備軍は、起業態度を有する者と

定義づけされ、それは3つの指標で構成されているが、【図表5】で使用した起業
態度指数は、そのうちの一つである知識・能力・経験指数である

【図表3】日本、米国、中国の起業活動の水準
（2001～2017年）

【図表4】起業プロセス
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【図表5】起業家予備軍の起業活動の水準
（2001～2017年）
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（２）起業家予備軍が少ない
　では、なぜ、日本の起業活動の水準は低いのか。ここまで
来れば、答えは明白であり、それは起業家予備軍が少ない、
起業態度を有する者が少ないからである。成人人口100人
あたりの起業家予備軍、もしくは起業態度を有する者の割
合を見ると、米国が54.9％、中国が35.3％に対して、日本は
12.5％にすぎない【図表6】。12.5％がいくら頑張っても、起
業家予備軍が54.9％、35.3％もいる国に勝ち目がないのは
当然である。
①２つの起業家教育
　起業活動は、事業活動分野における独創性やイノベー
ション発揮の場であり、まさにアイデアを駆使して先見性を
実現する活動である。そのような活動の延長線上にGAFA
のようなスーパースターが存在すると仮定するならば、起
業活動を活発にすることは、わが国経済にとっても重要な
課題であろう。
　そのために、わが国に求められていることをひと言で表現
するならば、それは起業家教育である。GEMで実施してい
る起業環境にかかる調査結果を見ても、他の国と比べて、
劣っていると判断されていることは、学校における起業家
教育、学校外での起業家教育、企業にとっての制度や環境

（アントレプレナー専門の弁護士や会計士の存在など）、そ
して文化や社会的規範である5）【図表7】。
　しかし、ここで留意する必要があるのは、起業家教育には、
大きく分けて２つの方向性があることである【図表8】。一つ
は、起業態度を有していない者を起業家予備軍、つまり起

業態度を有する者に変える教育であり、もう一つは既に起
業態度を有している起業家予備軍を実際の起業家に育て
上げるものである。
　既に、成人人口の半分以上が起業家予備軍である米国
では、前者の教育はそれほど重要ではなく、Yコンビネータ
ーに代表されるスタートアップ養成講座やバブソン大学経
営大学院に象徴されるような実践的なMBAプログラムが
効果を発揮する。しかしながら、日本のように起業家予備軍
が少なく、起業態度の形成から始めなくてはならない国では、
米国のようなプログラムだけでは大きな効果は見込めない。
　つまり、日本では、【図表8】における横の動き、C点からB
点に移動するための教育も重要である。具体的には、起業
家の話を聞いたり読んだり、また授業などで模擬店舗や模
擬事業を行ってみるなどの体験を通して、起業の世界を身
近に感じてもらうようにすることである。
　GEMの枠組みでいえば、知らないこと、魅力を感じられ
ないこと、自分でできるかどうか不安なこと、そして怖いことに
よって、遠い存在であった起業の世界を、知ること、魅力を
感じること、自分でもできるのではないかという自信を持つこ

資料、注：ともに図表3と同じ

資料：Global Entrepreneurship Monitor NES調査（2017年） 
注：1．�ここでのイノベーション主導型の国とは、プエルトリコ、イスラエル、アラブ首長

国連邦、カタール、オーストラリア、日本、台湾、韓国、エストニア、ドイツ、ギリシ
ャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、スロベニア、スペイン、スウ
ェーデン、イギリス、フランス、キプロス、スイス、カナダ、米国を指している

　２.�順位は、若い番号ほど評価が高い。例えば、日本は、「市場の開放性」では最も
高い評価を得て、「文化や社会的規範」では最も低い評価を得ている

【図表6】日本、米国、中国の起業家予備軍の割合
（2001～2017年）
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【図表7】日本の起業環境に関する調査項目別の
日本の順位
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と、そして恐怖心を取り払うことによって起業態度を形成す
る。
　例えば、「模擬」事業で、その大変さを学んだ人は、本物
の起業家を尊敬するようになる。「模擬」事業で面白さや楽
しさを知り、自信を付け、恐怖心を取り除けた人は、実際に
起業をしてみたくなる。どちらに転んでも、起業活動を活発
化する方向に力が働くであろう。
　筆者の体験を通しても、バブソン大学経営大学院で学ん
だ経験を生かそうと思い、【図表8】におけるB地点からA
地点に移動させるためのテキストの作成や教育プログラム
を実践し、空回りをした苦い経験がある。遠回りのように見
えるが、C地点からB地点に向かう起業家教育の効果を見
逃してはならない。
②起業家教育が伝える知識
　最後に、起業家教育が伝えようとする知識について考え
てみたい。一般に、知識には次の4つのタイプがあるといわ
れている。第Ⅰは吸収型・コンテクスト依存型、第Ⅱは吸収型・
コンテクスト非依存型、第Ⅲは活用型・コンテクスト非依存型、
そして第Ⅳは活用型・コンテクスト依存型の4つである【図
表9】。
　ここでは、起業家教育が目指しているものは、第Ⅳの活用
型・コンテクスト依存型の知識であるということが重要である。
第Ⅰの吸収型・コンテクスト依存型は、ある特定のケースを
素材に知識を学んだりすることである。例えば、Googleはど
のようにして検索サービスからキャッシュフローを生み出し

たのかを知ることである。理解を深めるために、ある事例を
通して学ぼうとするものである。
　第Ⅱの吸収型・コンテクスト非依存型は、そもそもキャッシ
ュフローとは何か、営業キャッシュフローと財務キャッシュ
フローの違いとは何かを知ったりすることである。この場合、
どの会社のキャッシュフローであるかは関係なく、キャッシ
ュフローの概念や計算式を覚えることが求められる。
　第Ⅲの活用型・コンテクスト非依存型は、練習問題のよう
なものであり、例えば、キャッシュフローの基本を学んだ後、
数字や条件が異なる財務諸表を使って、正確な計算がで
きるかどうかを学ぶことである。第Ⅱの吸収型・コンテクスト
非依存型の知識が正確に学ばれているかを確認する作業
を通して得られる知識である。
　以上の3つの知識に対して、第Ⅳの活用型・コンテクスト
依存型はかなり性格が異なっている。活用型・コンテクスト
依存型では、漠然とした状況だけが情報として与えられ、問
題発見から問題解決までを学生に取り組ませる。その取り
組みの中で得られる知識である。創業間もない企業の情報
だけを与えて、どうすればこの企業がプラスのキャッシュフ
ローを生み出せるようになるか、また実際の企業を経営させ
て、いかにキャッシュフローを黒字化させるかを体験させ
ることである。
　一度だけしか起きない現象、やり直しができない状況のも

資料：筆者作成

資料：Philipsen,K.（2012）をもとに筆者が作成

【図表8】2つの起業家教育起業活動
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【注】
1）	1990年には、日中間のGDP総額を100とした場合、日本は33、アメ

リカは63、そして中国は4にすぎなかったが、2016年には中国は32、
米国は54、そして日本は14まで落ち込んでいる。

2）	本稿で使う調査は、グローバル・アントレプレナーシップ・モニター
（Global Entrepreneurship Monitor : GEM ）と呼ばれるもので、
1997年に、米国バブソン大学と英国ロンドン大学の起業研究者た
ちが中心になって予備調査が行われ、その後、第1回調査は1999
年に実施され、2018年調査で20年目を迎える。2017年調査には54
カ国が参加し、参加54カ国による人口は世界の約7割を占め、
GDPでは87%を占める（2018年は現在集計中）。GEM の目的は、
①起業活動の水準は国家によってどのくらい違うのか、②起業活
動は国家の経済成長にどのくらい影響するのか、③そして各国の
起業活動の違いを引き起こす要因は何かを明らかにすることである。
すべての国が同じ調査票を使い、同じ調査方法で起業活動を調
査していることに最大の特徴がある。安倍内閣の成長戦略の指
標にも採用されている。詳しくは、高橋（2007）および高橋（2009）
を参照のこと。

3）	GEMにおける起業活動（アントレプレナーシップ）の捉え方はやや
複雑である。代表的な指標であるTEA（Total Early-Stage 
Entrepreneurial Activity: 総合起業活動指数）については、次
の２つに当てはまる人の合計が100人あたり何人いるかで捉えてい
る。１つは、①独立型もしくは社内ベンチャーであるかを問わず、
現在、新しいビジネスを始めようとしていること、②過去12カ月以内に、
新しいビジネスを始めるための具体的な活動を行っていること、③
少なくともビジネスの所有権の一部を所有しようとしていること、④3
カ月以上にわたり、何らかの給与・報酬の支払いを受けていないこ
と。もう1つは、①現在、自営業、会社のオーナーや共同経営者とし
て経営に関与していること、②少なくともビジネスの所有権の一部
を所有していること、③3カ月以上にわたり、何らかの給与・報酬の
支払いを受けていること、④ただし、給与・報酬の支払い期間が
42カ月以上経過していないこと。以上の定義からわかるように、起
業活動にフルタイムで従事しているか、もしくはパートタイムで従事
しているか、そして独立型か社内ベンチャーかも関係ない。

4）	GEMでは、起業家予備軍を次の3つの起業態度を有する者とし
ている。本稿の【図表5】では、このうちの知識・能力・経験指数を
使っている。

	 【起業態度に関する指標】

	 　ロールモデル指数：「過去2年以内に新たにビジネスを始めた人
を個人的に知っているか」という質問に「はい」と回答した人数を
成人人口100人あたりの人数で示したもの。起業家との距離の近
さやロールモデルの存在の有無を表す指標と考えられる。

	 　事業機会認識指数：「今後6カ月以内に、自分が住む地域に起
業に有利なチャンスが訪れると思うか」という質問に「はい」と回答
した人数を成人人口100人あたりの人数で示したもの。新しい事
業機会にどれだけ目を配らせているかを表す指標と考えられる。

	 　知識・能力・経験指数：「新しいビジネスを始めるために必要な
知識・能力・経験を持っているか」という質問に「はい」と回答した
人数を成人人口100人あたりの人数で示したもの。事業を始める
ために必要な知識・能力・経験を有しているかを表す指標と考え
られる。

5）	GEM で は、APSと呼 ば れる「 一般（ 成人 ）調査 」（Adult 
Population Survey: APS）の調査に加えて、NESと呼ばれる「専
門家調査」（National Expert Survey: NES）も実施している。
APS調査は起業活動の水準を求めるときに使われるものである。

	 　APS調査に加えてNES調査を実施している大きな理由は、
APS調査では個人の起業活動や起業態度を調査することはでき
るものの、その個人の活動や態度に影響を与える社会的、文化的、
そして政治的背景を調べることができないからである。起業活動
や起業態度は、そのような外部環境に影響を受けるものであるが、
APS調査ではカバーできない。

	 　実施方法は、国ごとに、①金融部門（Financing）、②政策部門
（Governmental policies）、 ③ 政 策 プ ロ グ ラ ム 部 門
（Governmental programs）、④ 教 育・トレ ー ニ ング 部 門
（Education and training）、⑤研究開発の技術移転部門（R&D 
transfer）、⑥事業（特に新規事業）が利用できる制度や環境

（Commercial infrastructure）、⑦市場（特に新規事業の市場）
の開放性、アクセスの容易性（Internal market openness）、⑧
物的経済生産基盤（Physical infrastructure）、⑨文化や社会
規範（Cultural and social norms）にかかる9つの分野について、
1分野から最低4人ずつ、計36人（4人×9分野）の専門家に対して
のアンケートを行うというものである。

	 　アンケートは、先に示した9つの分野について、1分野につき5〜6
問から成る質問票に回答してもらう方式を取っており、調査年によ
っては特別調査を実施する。質問の内容は、例えば、金融部門で
あれば、「（日本では）ベンチャー企業が出資を受けることによって
十分な資金を調達できる」という記述に対して、9段階（わからない、
当てはまらない、という回答も可）で評価してもらう。「1」が質問票
の記述に対して「まったくちがう」であり、番号が増えるごとに同意
度が増し、「9」が「まったくそのとおり」となるように設計している。

	 　アンケート回答者は、調査参加国のGEMチームが選定し、一
定の割合で、毎年回答者の一部を変更することが義務付けられ
ている。しかし、サンプル（回答者）の選び方やサンプル（回答者）
数から考えて、さまざまなバイアスを避けられない調査であることは
否定できない。

	 　とはいえ、この調査結果から得られる内容は、国ごとの起業環
境の違いを考える上で、重要な情報を提供していると思われる。

特集　新たな価値創出とは─ベンチャー・ビジネスの視点より─


